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＊�４月号に引き続き、令和８年度事業計画を掲載
する。
４月号 ・総務部 ５月号 ・地域保健部
（前編）・学術部 （後編）・救急医療部

・社会保険部 ・病院部
・学校保健部 ・広報部
・母子保健部 ・福祉部
・産業保健部 ・医療安全部

７．地域保健部

　地域保健部は、新潟県民の安心・安全な生活を
守る地域医療提供体制を充実させるために、県行
政および郡市医師会と連携を図り、地域特性に配
慮した諸事業を積極的に展開する。
　日本の医療の大きな課題である地域医療構想の
実現に向けて、新潟県内の３重点支援区域、１推
進区域はもとより、すべての構想区域の調整会議
に、県医師会は郡市医師会とともに積極的に参加
し、意見を発信する。新たな地域医療構想として、
外来・在宅、介護との連携、人材確保等も含めた
あるべき医療提供体制の実現に向けた検討およ
び、医師偏在是正、医師の働き方改革への対応に
も県医師会として参画し、新潟県の地域医療の継
続・発展のために積極的に提言する。また、保健
医療推進協議会、地域医療対策協議会等に、今後
も継続して参加し、県医師会として意見を述べる。
　地域包括ケアシステムの推進のために、その基
盤整備として、新潟県在宅医療推進センターを通
して、地域の在宅医療推進センターや訪問看護ス
テーション協議会の事業を支援し、新潟県民医療
推進協議会の運営や地域医療情報システム推進事
業を継続して行うとともに、今後、かかりつけ医
機能について意見を発信していく。

　新興感染症への対応が、第８次新潟県地域保健
医療計画に６事業目として取り上げられ、新たな
新潟県感染症予防計画が策定された。県医師会は
予防計画のもとで設置される新潟県感染症対策連
携協議会に積極的に参画していく。
　新潟県の地域医療に貢献する医師養成のため
に、県内外で学ぶ医学生が地域医療に理解を深め、
地域医療に関わる医療人との親睦を図ることを目
的に、県医師会は新潟大学医学部新潟県地域医療
支援センター医学科分室との共催により、新潟県
地域医療セミナー「新潟で医療を学ぶセミナー（新
医学セミナー）」を開催してきた。今後も医学生
向けの様々な事業に協力し、支援していく。
　新潟県は医師のみならず看護師不足も深刻な状
況が続いており、県医師会は県、県看護協会、県
病院協会と連携し、看護師確保事業や専門性の高
い看護師育成事業に参画していく。
　以下に示す委員会、協議会、事業も継続して、
更なる発展を図りたい。

　本年度の重点項目
　　１．�地域医療構想・地域保健医療計画への参

画・提言
　　２．在宅医療普及啓発推進事業
　　３．感染症対策連携協議会への参画
　　４．地域医療セミナーの開催

　本年度の事業計画概要
　　１．委員会等の開催
　　　１）地域医療委員会
　　　２）地域保健委員会
　　　３）郡市医師会地域保健担当理事協議会
　　２．�地域医療構想・地域保健医療計画への

提言
　　　１）地域医療構想調整会議への参加
　　　２）保健医療推進協議会への参加
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　　　３）地域医療対策協議会への参加
　　３．在宅医療普及啓発推進事業
　　　１）在宅医療推進センターの運営
　　　２）在宅ケアを考える集いの開催
　　　３）在宅緩和ケア研修会の開催
　　　４�）地域包括ケアシステム構築への提言

（ICT、オンライン診療含む）
　　４．感染症予防計画への積極的参画
　　　１）感染症予防対策連携協議会への参加
　　　２）即応体制部会への参加
　　５．卒前医学教育・卒後臨床研修支援事業
　　　１�）新潟大学医学部早期医学体験学習への

協力
　　　２�）新潟県地域医療セミナー（新医学セミ

ナー）の開催
　　　３�）卒後臨床研修に係る関係機関との連携

調整及び研修医に対する支援
　　６．�看護師確保事業・専門性の高い看護師育

成事業
　　７．臨床検査精度管理事業
　　８．健康づくり推進事業
　　　１�）新潟県健診保健指導支援協議会への

参加
　　　２）健康寿命延伸フォーラムの開催
　　　３）脆弱性骨折予防の推進
　　９．�地域保健推進助成事業（関係団体への助成）
　　10．感染症対策事業（新型インフルエンザ等）
　　11．予防接種受託事業（広域的個別予防接種）
　　12．たばこ対策事業
　　13．新潟県糖尿病対策推進会議への協力支援
　　14．新潟県循環器病対策推進協議会への参加
　　15．�新潟県自殺予防対策推進県民会議への参

加及び関係機関との連携推進
　　16．�かかりつけ医機能構築とかかりつけ医の

資質向上のための研修事業
　　17．プライマリ・ケア研修事業
　　18．新潟県民医療推進協議会の運営
　　19．地域医療情報システム推進事業
　　20．�「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」

プロジェクト推進委員会への参加
　　21．�新潟県脳卒中・心臓病等総合支援センター

（にいがた脳心センター）との連携・
協力

８．救急医療部

　救急医療部は、救急医療及び災害医療に関する
事項を取り扱う。
　新潟県は医師不足に加え、医師の高齢化により
救急医療体制の維持が困難な状況が続いている。
人口10万人あたりの新潟県の医師の総数は227.3
人で全国44位と低く、救急科専門医は人口10万人
あたり2.2人と全国平均を大きく下回っている。
高齢者の増加のため救急医療需要は増加が見込ま
れており、現状の体制では将来需要に応じられな
くなる恐れがある。また、医師の働き方改革の影
響で労働時間の上限規制により救急医療の提供が
困難となり、三次救急医療施設の負担増が問題と
なっている。従って現状よりさらに効率的な救急
医療体制の構築が必要である。令和５年度より済
生会新潟県央基幹病院の診療が開始され、県央地
区の救急医療の拠点が完成した。新潟地区では、
増加する高齢者救急に対応するため新たな救急医
療の拠点施設の選定が県医師会主導で行われた。
選定の結果、済生会新潟病院が選ばれ、救急車
8,000台の受け入れが可能となる体制を整備する
ことになった。今後も効率的な救急医療提供体制
の構築に向けた取り組みに協力したい。
　令和６年１月１日に能登半島地震が起き、新潟
県も津波や液状化など甚大な被害が認められた。
これまでも新潟県は自然災害（集中豪雨・豪雪・
地震）にたびたび見舞われ、その都度対策が強化
されてきた。JMAT派遣に際して必要な備品を
県医師会のみならず、地域の郡市医師会の拠点に
も配備することを新潟県に協力を求めていきた
い。県により任命された薬剤師が災害薬事コー
ディネーターとして育成され、災害時の医薬品の
供給確保を行うことになり、その設置に関しても
新潟県と協力したい。
　令和６年度には第８次新潟県地域保健医療計画
（令和６年～ 11年）が策定された。この計画に
基づき、新潟県と問題を共有しながら救急医療・
災害医療の課題解決を図る。

　本年度の重点項目
　　１．�高齢者救急増加に対する効率的な救急医
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療提供体制構築に向けた提言
　　２．�一般医師会員を対象とした災害医療の啓発

　本年度の事業計画概要
　　１．会議の開催
　　　１）救急医療対策委員会
　　２．会議・研修への参加
　　　１�）都道府県医師会 JMAT担当理事連絡

協議会
　　　２）都道府県災害医療コーディネート研修
　　　３�）全国メディカルコントロール協議会連

絡会
　　　４）関東甲信越医師会連合会救急災害部会
　　　５）新潟県救急搬送・受入協議会
　　　６）新潟県メディカルコントロール協議会
　　　７）新潟県災害医療研修会
　　　８）新潟県防災会議
　　　９）新潟県災害リハビリテーション研修会
　　　10�）新潟県・新潟市精神科救急医療システ

ム連絡調整委員会
　　　11）新潟県措置入院制度連絡調整会議
　　３．救急医療・災害医療講習会の開催・協力
　　　１）新潟 JMAT研修会
　　　２�）新潟「多数傷病者への医療対応標準化

トレーニングコース（MCLS）」
　　　３�）救急初療講習会「T&A（Triage & 

Action）コース」
　　　４）小児救急診療医師研修会
　　４．新潟県総合防災訓練への協力

９．病 院 部

　令和８年度の病院部は、引き続き地域医療の堅
持を最重要課題とし、勤務医の健康確保と多様な
キャリア形成支援を柱とする。勤務環境の改善を
推進し、精神的・身体的健康を維持できる体制を
強化する。性別、年齢、ライフステージ、専門分
野によらず、全ての医師が能力を発揮し、新潟県
内で長く活躍できるキャリアパスを支援し、医師
の働き方改革の定着を目指す。さらに、2040年を
見据えた地域医療構想の具体化、医療提供体制の

再構築に深く関与し、医療資源の最適配置と効率
的活用を推進する。そして医療ＤＸの戦略的推進
を通じて、持続可能で質の高い地域医療の実現を
目指す。

　本年度の重点項目
　　１．勤務医の健康確保と働きがい向上
　　２．�多様な医師のキャリア形成支援と定着促

進
　　３．�人口減少社会を見据えた地域医療提供体

制の再構築
　　４．�医療DX推進による業務効率化と質の向

上

　本年度の事業計画概要
　　１．会議の開催
　　　１）病院委員会
　　　２）勤務医委員会（勤務医小委員会）
　　　３）病院長会議（特別講演を含む）
　　２．勤務医への支援事業
　　　１�）「にいがた勤務医ニュース」の発行（年

４回）
　　　２�）全国医師会勤務医部会連絡協議会、都

道府県医師会勤務医担当理事連絡協議会
への出席

　　　３�）医療コンフリクト・マネジメント研修
の継続開催

　　　４）勤務医のメンタルヘルス支援強化
　　　　　�　過重労働によるストレスやバーンア

ウトを予防するため、産業医面談機会
の提供、専門カウンセリング機関との
連携強化を図る。

　　３．�多様な医師のキャリア形成支援－ダイ
バーシティ推進

　　　　�　支援対象の拡大と個別化：育児・介護
を行う男性医師、病気治療中の医師、高
齢医師など、多様なライフステージや状
況にある医師への支援を具体的に検討
し、制度や情報提供を強化する。

　　　１�）新潟県女性医師総合支援センターの運
営強化

　　　２�）日医ドクターサポートセンター事業へ
の協力
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　　　３）日医男女共同参画フォーラムへの出席
　　４．医師の働き方改革のさらなる推進
　　　１�）医療勤務環境改善支援センターの運営

継続
　　　２�）タスクシフト /シェアの推進と成功事

例の共有
　　　３�）長時間労働医師への面接指導における

課題解決
　　５．医療ＤＸの戦略的推進
　　　　�　AI 問診、画像診断支援システム、事

務作業自動化（RPA）などの最新技術、
安全かつ効率的な地域医療連携を可能に
する IT基盤（例：電子カルテ連携、情
報共有プラットフォーム）、遠隔医療や
オンライン診療の適切な導入・運用に関
する情報提供、事例共有を行う。

　　６．医師の教育・育成と質の向上
　　　　�　地域のニーズに答えるために、総合的

診療能力の向上、総合診療医の育成、プ
ライマリケア教育、キャリアパス支援を、
県や大学と共に推進していく。

1 0 ．広 報 部

　県医師会の使命を全うするためには、組織強化
が必要である。組織強化とは私達がよりよい医療
を提供し続けるための発言力を強化することを意
味する。
　このために、県医師会と県民をつなぐ架け橋、
また、会員相互をつなぐ架け橋としての役割を広
報部は担っていく。情報収集と情報発信、双方向
のコミュニケーションを図ることにより、会員は
もちろん、県民、未加入医師への県医師会の認知
拡大を図り、存在意義を高めていきたい。

　本年度の重点項目
　　１．�医師会活動の発信と最新の医療関連情報

の提供による組織強化
　　　　�　県民や医師会員に対する医師会活動や

最新の医療関連情報をより正しく知って
もらうために、平時の医療関連情報のみ

ならず、新興感染症を含む感染症、救急・
災害医療、母子保健、学校保健、産業医・
警察医活動に関する情報、医療政策の提
言などの諸活動についても積極的に発信
していく。

　　　　�　特に研修医や県医師会への未加入医師
（特に勤務医）にも有益な情報に努め、
加入率アップに繋げたい。

　　２．事業承継問題に対する広報支援
　　　　�　診療所の事業承継は、当県の地域での

医師不足を含め、地域医療に直結する問
題である。会報、ホームページを通じて、
事業承継の一助となる情報を積極的に提
供する。

　　３．情報提供と情報取得の向上
　　　　�　会員に向けて、医師会会員情報システ

ム（MAMIS）、新たな求人・求職及び医
院承継、各種保険や医師年金、勤務医や
女性医師への支援など、会員の就業や厚
生に資する情報を提供する。

　　　　�　県民および医療関係者の両者に向けた
情報提供手段として、ホームページを今
後も充実させていく。会員専用ページで
は、各種通知・案内文書や会報バックナ
ンバー等を掲載し、会員の情報取得の利
便性を更に高める。

　本年度の事業計画概要
　　１．会　報
　　　　　会報の見直しの検討を引き続き進める。
　　　　�　表のごとく、今後も行政や報道機関に

も会報を配布する。

医師会 日本医師会 都道府県医師会ほか

県内保健医療団体 歯科医師会 薬剤師会 看護協会ほか

行政 報道機関 
図書館 等

県福祉保健部 県病院局 県内市町村 支払基金
国保連合会 関東信越厚生局 保健所
県内報道各社 県立図書館 新潟大学
県内臨床研修病院ほか

　　２．ホームページ
　　　　�　今年度も引き続きホームページのリ

ニューアルに向けた検討を進める。
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　　　　�　一般向けおよび医療関係者向けのタイ
ムリーな情報提供手段として、日々アッ
プデートを図り、内容をより充実させる
とともに、二次元コードの活用などアク
セスしやすい環境を整えたい。

　　３．座談会の開催
　　　　�　会報の特別企画として、タイムリーな

医政的・医療的な話題をテーマとした座
談会を開催する。新潟県の抱える諸課題
について現状を認識・共有し、これらに
対応する一助とする。

　　４．医療政策講演会の開催
　　　　�　医療・医政に精通した論客に、日本の

医療情勢などについて、現状・展望など
を解説してもらう講演会を企画する。最
新情報に触れ、新潟県の医療をアップ
デートする機会とする。

　　５．報道機関との交流のための活動、事業
　　　　�　会報の送付や「若手・中堅報道関係者

との懇談会」などを通じて、医師会の活
動や医療の諸問題などについて広報す
る。また、NST「医師に聞く」製作へ
の協力など、TV番組や新聞記事の取材
に積極的に協力する。

1 1 ．福 祉 部

　福祉部の事業目的は、会員の福祉増進である。
会員個人に対する福祉制度については、長寿会員
や叙勲等の国家表彰者への慶祝、死亡・災害時の
弔慰見舞のほか、団体契約による生命保険、損害
保険の保険料が割引可能な保険商品の提供など今
後も会員からのご要望に応えられるようにしてい
きたい。
　死亡・高度障害に備える保険料が掛け捨ての団
体定期保険（グループ保険）や団体生命保険のほ
か、疾病等により業務に従事できない際の保険と
して長期療養補償制度をはじめ、自動車保険、火
災保険、所得補償保険などの各種損害保険でも会
員であれば団体扱いが可能である。日本医師会の
医師年金は状況に応じた保険料の増減、年金の受

給開始時の受取コース選択が可能であり、会員の
ため設立された積立型私的年金である。損害保険
では日医医賠責保険の免責部分を補填する100万
円保険、廃業担保特約、医療施設賠償保険など、
今後も会員が安心して診療に従事できるようサ
ポートするための各種保険商品を用意している。
現状は特に若い世代の加入が少なく加入者は減少
傾向にあるが、保険のバリエ－ションを多くし、
加入者増に向けて今後さらなる広報に努めていき
たい。
　医師確保対策については、県行政並びに新潟大
学と連携しその改善に努めていきたい。本会が運
営するドクターバンクおよびドクターショートサ
ポートバンクにも、引き続き登録をお願いし、今
後とも関係機関と検討を進め、医療機関の要請に
可能な限り応えていきたい。また、事業承継への
県内医療機関に対する呼びかけを実施し、取りま
とめの実現に結びつけていきたい。
　消費税、いわゆる損税の問題については、診療
報酬の配点方法を精緻化し「医療機関種別の補填
のばらつきを是正する」ことで補填が実行されて
いるが、厚生労働省による施行後の集計・実態調
査に誤りがないよう日本医師会とともに、今後も
見守り、追跡していきたい。併せて、近年の物価
高騰等により医療機関の経営は厳しい状況となっ
ており、経営強化に資する事業の提案を行い、積
極的に会員への情報提供を行っていきたい。

　本年度の重点項目
　　１．�各種保険の周知および新たな保険商品の

提案
　　２．�医療機関の経営強化に資する事業の提案

および会員への情報提供
　　３．事業承継に向けた県医師会の体制構築

　本年度の事業計画概要
　　１．会員福祉事業
　　　１）長寿会員への慶祝
　　　２）国家表彰者への慶祝
　　　３）死亡・災害時の弔慰見舞
　　２．各種保険の団体契約の加入促進
　　３．�ドクターバンクおよびドクターショート

サポートバンクの管理運営
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　　４．�税制対策を含めた医療機関等への経営
支援

1 2 ．医療安全部

　医療安全部では医療安全推進に関する事項、死
因究明及び警察医に関する事項、医療廃棄物に関
する事項を取り扱う。
　新潟県医師会は医療事故調査制度の支援団体と
して、初期対応の相談窓口を会内に設置し、医療
機関からの相談に対応するとともに、院内事故調
査委員会の中立性や質を確保するため、外部委員
の推薦や事故調査委員会開催の支援を行ってい
る。医療事故調査制度に関する啓発活動を継続す
るとともに、解剖や死亡時画像診断（Ai）が困
難な医療機関に対する支援体制の整備など、支援
団体として活動を充実していく。
　また、新潟県医療安全推進協議会に参画し、医
療機関及び県民からの医療安全に関する医療相談
窓口を設置し、医療機関へのアドバイス、医療機
関と県民の信頼関係の構築などに寄与していく。
近年、医療従事者の安全を脅かす事件が相次いで
おり、医療従事者の安全確保に向けた取組として、
医師会と警察との意見交換会を開催し、郡市医師
会と所轄警察署の連携による、支援体制づくりに
取り組んでいく。
　日医では、警察における検視への立会いや検案
業務を担う医師を全国的に組織化するため、都道
府県医師会「警察活動協力医会」の設置を求めて
いる。大規模災害や多死社会に備え、死体検案に
対応できる医師の育成や後継者の確保は喫緊の課
題である。新潟大学死因究明教育センターや郡市
医師会と連携し、検案医の育成のための研修会を
計画的に開催する。また会内に「検案協力委員会
（仮称）」を設置し、新潟県警察医会、郡市医師

会と連携して、検案に協力する医師の組織的確保、
検案に関する情報共有や検案医師の負担軽減に取
り組んでいく。

　本年度の重点項目
　　１．医療事故調査制度における支援活動
　　２．�検案医育成のための研修会の開催と検案

協力医の組織的確保

　本年度の事業計画概要
　　１．医療安全推進事業
　　　１�）医療事故調査制度に関する啓発と支援

活動の充実
　　　２）医療安全推進研修会の開催
　　　３�）医療事故調査制度支援団体統括者セミ

ナーへの参加
　　　４�）医療安全推進者養成講座講習会への

参加
　　　５�）新潟県医療安全推進協議会への参画：

医療相談窓口の設置
　　　６�）医療従事者の安全確保に関する警察と

の意見交換会の開催
　　２．死因究明及び警察医に関する事業
　　　１�）死因究明教育センターとの連携による

検案医育成のための研修会開催
　　　２�）「検案協力委員会（仮称）」の設置と検

案協力医の組織的確保
　　　３�）新潟県警察医会との連携による警察医・

検案協力医の負担軽減支援
　　　４）新潟県死因究明等推進協議会への参加
　　　５�）都道府県医師会「警察活動協力医会」

連絡協議会への参加
　　３．医療廃棄物対策
　　　１�）医療廃棄物の適正処理に関する周知・

啓発
　　　２�）水銀血圧計等の回収促進事業に関する

啓発・医療機関の支援


